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【抄録】

　再非行予防の研究について，日米の文献比較を行い，我が国における研究の現状

分析を行った。少年個人を対象にした研究か，少年個人と環境の双方を対象にした

研究かを分類する枠組，非行事象を分析する研究か，非行予防の実践に寄与するこ

とを目的とした研究かを分類する枠組みの二つの枠組みにより，文献を四分割した。

四分割したセル間の比較により，リスクアセスメントの研究の結果に基づき，再非

行予防の実践に発展させた研究がないことが明らかとなった。この結果から，リス

クアセスメントの研究と再非行予防の研究は，異なるパラダイムに基づくのではな

いかと考えた。今後，我が国の非行予防に必要とされる研究は，いかに家庭とコミュ

ニティーの相互関係を強化して，少年が社会との絆を結ぶことができるように支援

を行うかになると考える。

Abstract

　　I reviewed Japanese and American studies on restraining juvenile delinquents and ex-

plored which parts of the studies were well discussed and which were not. I classified the lit-

eratures into four groups along two axes. One axis classified studies into those on individu-

al characteristics of juveniles and studies on the relationship between the individual and his 

or her environment. The other axis classified them into studies on analyzing juvenile delin-

quencies and practical studies on restraining delinquencies.

　　I found that the paradigm of the studies on risk assessment differs from the paradigm 

of those on restraining delinquencies.

　　In my opinion, practical studies on strengthening the ties between delinquents’ families 

and the community are necessary, because social bonds help rehabilitate delinquents.
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１．はじめに

　司法矯正領域における非行臨床の専門家に課せられた課題の第一は，再非行の防止である。本

論では，現在行われている（再）非行の防止
1 ）

に関する研究動向を把握することにより，今後

必要とされる研究領域を探ることを目的とする。（再）非行の防止に関する研究領域は，法学，

犯罪学，犯罪社会学，犯罪心理学など多岐にわたるが，本論では，犯罪心理学及び犯罪社会学の

領域に絞り，研究の動向を把握することを目的とする。研究を進めるにあたり，非行研究の先進

国と考えられる米国の論文と我が国の論文を比較することにより，今後，我が国で必要とされる

研究課題を明確にしたい。

２．手続き

２．１　文献資料の収集

　邦文献については，文献検索エンジン Cinii を使い，学術雑誌「犯罪心理学研究」，「犯罪社会

学研究」，「心理臨床学研究」，「臨床精神医学」に，2000 年から 2010 年に掲載された論文のうち，

キーワード「非行」，「少年」で検出した論文を対象とした。

　米国の文献については，文献検索エンジン PubMed を使い，学術雑誌 “Psychological 

bulletin”，“American Psychologist”，“American Journal of Psychiatry”，“Journal of 

consulting and clinical Psychology” に 2000 年から 2010 年に掲載された論文のうち，キーワー

ド“delinquency”，“juvenile”で検出した論文を対象にした。

　検出した文献は，邦文献が 31 編，米国の文献が 22 編あった。

２．２　　分析の方法

 （1）分析の枠組み

　研究の対象となる文献を整理して，全体像を把握するうえで，次の二つの分類枠を設けた。第

一の枠組みでは，少年個人を対象にした研究か，少年個人と環境双方を対象にした研究かを分類

する。T.Hirschi（1969）が述べるように社会との絆が，非行防止，再非行防止に関連があると

する考えを基にした枠組みである。第二の枠組みでは，非行事象を分析し，捉えなおし，理解の

手掛かりを得ようとする研究と，非行防止のために，「何を為し得るのか」，「何が有効か」に焦

点を絞った，実践をテーマにする研究とを分類する。この分類枠は，「静的」対「動的」，「回顧的」

対「展望的」に分類する枠組みとも言い換えることができる。「回顧的」というのは，少年が非

行に至ったのは例えば，少年のどこに原因があるのか，親の育て方のどこが悪いのかというよう

に過去に原因を求める考え方である。「展望的」というのは例えば，少年にどのような学校環境

を調えれば非行化に歯止めをかけることができるであろうかという，対策と今後の見通しに焦点

を当てる考え方である。

　第一の枠組みを横軸とし，第二の枠組みを縦軸とし，四分類とした。表 1 及び表 2 に示したよ

うに，左上からⅠ型，Ⅱ型，Ⅲ型，Ⅳ型とした。

 （2）分類された研究群の概要

　Ⅰ型とは，少年個人を研究の対象とし，アセスメントをテーマとした研究，Ⅱ型とは，少年個

人と環境の関わりを，分析，研究の対象とした研究である。環境因子には，家庭やコミュニティー
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のほか，再非行防止に関与する専門家も含むものとする。Ⅲ型とは，少年個人を対象にし，更生

につながる因子の探求など，動的要素を含む研究，Ⅳ型とは，少年個人と環境のかかわりを対象

にし，更生につながる因子の探求，処遇論，非行防止論をテーマにした研究とした。

　

3．結果

表 1　邦文献についての 4分類

少年個人を対象 少年個人と環境の双方を対象 合計

非行理解に関する研
究

（静的）
（回顧的）

Ⅰ型　7 編
リスクアセスメント（4）
尺度検査方法（2）
その他（1）

Ⅱ型　2 編
非行モデルの概念の検討（1）
投影法の手掛かりと心的変化（1）

9 編

（再）非行防止に向け
た実践研究

（動的）
（展望的）

Ⅲ　6 編
プロテクト因子となり得る心的構え（4）
身柄拘束と更生への動き（1）
二次障害に配慮した治療（1）

Ⅳ　12 編
地域特性と非行抑止力（3）
非行防止実践プログラム（2）
少年のタイプ別による処遇論（2）
個別の事例検討（3）
その他（2）

18 編

合計 13 編 14 編 27 編

その他 4 編 31 編

３．１　邦文献についての 4分類

　政策に関わる研究 2 編，非行原因に対する一般市民の認知の研究が 1 編，自傷行為の理解をテー

マにした研究 1 編，合計 4 編は，4 分類に組み込むことが適切でないと判断し，分析の対象から

外した。

 （1）Ⅰ型

　7 文献のうちリスクアセスメントをテーマにしている研究が 4，尺度，検査方法の検討をテー

マにしている研究が 2，その他が 1 である。

　リクアセスメントの研究がⅠ型を代表すると考えられるので，その詳細について述べる。4 本

の研究はすべて，再犯リスクについて論じている。論じられているリスクに共通する項目をまと

めたところ，「非行事実」，「施設入所歴」，「人格特性」，「知的能力」，「問題行動歴」，「家族」，「学

校や職場での適応」となった。これらを静的リスク因子と動的リスク因子に分類する。静的リス

ク因子に分類できるのは，「非行事実」，「施設入所歴」など過去の事実に関する因子，「人格特性」，

「知的能力」など本来一定していると考えられる因子である。動的リスク因子に分類できるのは，

今から変化させることのできる因子である「薬物乱用歴」
2 ）
，「家族関係」，「学校や職場での適応」

である。

　次に，析出されたリスク因子が，再非行防止のための処遇にどのように活用されるのかという

点に言及しているか否かを，検討する。析出されたリスク因子から処遇論を導き出しているのは，

「性犯罪少年の類型を作成する試み」の 1 編である。

　リスクアセスメントについて述べた 4 本の資料のうち，今後の課題として，プロテクト因子（再

非行の防止に寄与する因子）の研究も必要であると言及している資料は，3 本あった。ここで必

要性が述べられているプロテクト因子とは，「教育的，治療的介入」，「親への感情や職場への適

応感」，「家族との関係」である。
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 （2）Ⅱ型

　2 文献あり，一点は世間で流布している非行モデルの概念の検討であり，もう一点は施設内処

遇での少年の心的変化を捉える手掛かりとしての投影法理解である。

 （3）Ⅲ型

　6 文献のうち処遇，治療について論じている研究が，2 点ある。身柄拘束を受けることと更生

への動きとの関連性について論じた研究と，二次障害に配慮した ADHD の治療についてである。

残る 4 編は，プロテクト因子となり得る因子の検討であり，共感性の高さ，学級への期待度と実

際のズレ，規範意識についての研究，アルバイト体験である。

 （4）Ⅳ型

　12 文献のうち，コミュニティーに関連のある研究が 5，非行少年のタイプ別の処遇を論じた研

究が 2，個別の事例研究が 3，その他 2 である。

　コミュニティーを論じた研究のうち，地域活動が非行抑止力となっていることを論じた研究が

2，地域住民の流動性が非行のリスク因となるか否かを論じた研究が 1 ある。少年個人にリスク

因子，プロテクト因子があるように，コミュニティーレベルでのリスク因子，プロテクト因子の

研究と言えるであろう。

　コミュニティーにプログラムを実施し，その有効性について論じた実践的研究が 2 編ある。こ

のタイプの研究は，後述するように，米国においてさかんに実施されている evidence-based な

実践的研究であるが，この二つの研究も，アメリカ人研究者によるものであり，調査も米国で為

されている。

　事例検討による研究 3 編は，いずれも少年の内的世界を支援者が抱えて，統合を促すことを目

指した内容となっている。

 （5）邦文献の全体についての検討

　尺度の研究も含めて，リスクアセスメントの研究が盛んに為されているが，特定されたリスク

因子から再非行防止の処遇論に発展した研究は検出できなかった。

　米国人の投稿論文を除くと，処遇に関する研究には，事例検討 3 編と，少年の気質に着目した

タイプ別の処遇論 2 編があり，いずれも個別のニーズに応じた働きかけの研究である。専門機関

が何らかのプログラムを組んだ介入を行う実践的な研究は，我が国では為されていない。プログ

ラム評価の研究もない。

３．２　米国の文献についての 4分類

　26 編の文献を検索したが，政策に関する論文 2 編，疾病の解説が 1 編，心理療法全般につい

て述べた論文 1 編は，4 つの分類枠の中にあてはめることが難しく，結果の分析から省いた。そ

の結果は，Ⅰ型 3 編，Ⅱ型 2 編，Ⅲ型 1 編，Ⅳ型 16 編であった。

 （1）Ⅰ型

　22 編中 3 編である。3 編のうち 2 編が性非行者の特徴を析出しようとする研究であり，残る 1

編が，非行につながる問題行動のスクリーニング方法の開発に関する研究である。

 （2）Ⅱ型

　2 編のみである。いずれも治療，介入の関係性について，メタレベルで分析を行っている。う

ち 1 編は，媒介変数を設けることにより，介入の効果について，説明的な理解を可能にする概念

枠を提示している。
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 （3）Ⅲ型

　1 編ある。少年の問題性に絞ったグループ療法に動機づけ面接法を加味した心理療法の

evidence-based な研究である。介入の対象が，少年個人の要因であるのでⅢ型としたが，プログ

ラムを実施した研究である。

 （4）Ⅳ型

　22 編のうち 16 編が含まれる。16 編のうち多面的システム療法（MST）
3 ）

について論じた研

究が 7 編，MST 以外の予防プログラムについて論じた研究が 3 編である。合計すれば，10 編 ,

が何らかのプログラムに関する研究である。また 10 編のうち，プログラムを評価するうえで，

生じ得る偏りについての研究が 1 編ある。ここで論じられているプログラム研究では，学校を中

心としたコミュニティー，及び地域コミュニティーが介入の対象となっている。

　多面的な働きかけのプログラムが有効であるとする研究（10，11，15），メタシステムへの働

きかけが有効であるとする研究（8），コミュニティー中心モデルの有効性を論じた研究（9），コ

ミュニティーにおけるシステム間の協力の必要性を論じた研究（15）があり，コミュニティーを

対象にした広く，多面的な介入の重要性が浮き彫りにされている。

　また MST のうち，養子プログラム MDFT
4 ）

について論じている資料が 4 編あった。多面的

な介入の重要性とともに，更生に関しての働きかけの核となるのが，養親を含めた家族であるこ

とが重要視されている。

 （5）米国の文献の全体についての検討

　研究方法について，全体を通じた特徴について述べる。縦断的研究を行った資料が 3 編あり，

Ⅰ型が 2 編，Ⅳ型が 1 編である。Ⅰ型の研究では，縦断研究の結果，早期の介入が必要である群

を析出している。Ⅳ型の縦断的研究は，MST の効果測定である。縦断的研究で得られた知見は

説得力があるが，資料 6 で述べられているように，州をまたがる移動が生じた場合に，追跡のむ

ずかしさがある。

　メタアナリシスを行った資料が 2 編，テーマを絞ったレビュー論文が 6 編ある。過去の文献を

統合的に検討することにより，より精緻な研究結果を得ることを可能にしている。特にⅣ型では，

16 の資料のうち 6 編が，プログラムに関するレビュー論文であり，この領域において研究の集

積ができていることを示している。

表 2　米国の文献についての 4分類

少年個人を対象 少年個人と環境の双方を対象 合計

非行理解に関する研究
（静的）
（回顧的）

Ⅰ型　3 編
性非行者の特徴（2）
問題行動の早期選別（1）

Ⅱ型　2 編
非行を含む治療関係と治療結果
についてのメタアナリシス（1）
媒介変数を設けることによる説
明的介入の構築（1）

5 編

（再）非行防止に向けた実践研究
（動的）
（展望的）

Ⅲ型　１編
グループ療法に動機づけ
面接法を加味した心理療
法の有効性（1）

Ⅳ型　16 編
MST を主とするプログラムの
実施と，その評価（10）
コミュニティーでのメタシステ
ムへの働きかけ（1）
コミュニティーでのシステム間
の協力（1）
その他（4）

17 編

合計 4 編 18 編 22 編

その他 4 編 26 編
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４．考察

４．１　リスク管理から社会との絆の構築へ

　Ⅰ型で行われているアセスメントは，再非行に至るより重大なリスク因子の見落としを避ける

こと，すなわち施設内処遇に適した少年を見逃さないことが目的になると読み取れる。いわゆる

リスク管理である。Ⅰ型のリスクアセスメントを目的とした研究には，次の二点の問題があると

考える。第一には，リスクアセスメントの研究はあるが，それに則った処遇プログラムの研究が

検出されなかったことである。我が国においては，民間が非行少年の処遇を実施することはない

ので，少年院，保護観察所における処遇プログラムの有無が焦点となる。専門機関内部において

は，発表されているかもしれないが，Web 上では検出することができなかった。第二には，再

非行のリスク管理をいかに精緻に実施しようと，それは施設内での管理に止まり，施設から社会

へ移した場合に，リスク管理できるのかという問題が残る。いずれ社会に復帰する少年であるの

ならば，社会における適応を考えざるを得ないのではないかと考える

　リスク因子は再非行を招く危険性のある因子，プロテクト因子は再非行の抑止に関わる因子と，

区分けすることができる。しかしながらリスク因子のなかでも，例えば家族との関係，学校や職

場との関係など，社会との絆に関する因子は，再非行を誘発するリスクもあるが，抑制する因子

にもなり得る。今までの研究においては，静的なリスク因子をいかに正確にアセスメントするか

に主眼があったが，今後は，再非行を抑制する因子の研究が望まれる（岡本（2002），森・花田（2007），

近藤・高橋（2009））。すなわち，社会との絆への着目も必要となろう。

４．２　Ⅰ型からⅣ型へ－パラダイムの転換－

　Ⅰ型におけるリスク因子の探求が，プログラムの作成に寄与するとの研究結果は見当たらな

かった。また逆に，Ⅳ型で示された再非行防止プログラムの作成の過程において，リスクアセス

メントを基礎にしている研究も見当たらなかった。司法矯正領域の実務においては，原因を明ら

かにして，それに対する対策を講じる回顧的な考え方が主流になるが，本研究のレビュー結果で

は，リスク因子の発見と再非行防止対策とを結びつける研究を見出すことができなかった。Hill 

G.L.,Lochman J.E.,Coie J.D.,Greenberg M.T.（2004）が示すように，早期に介入するといっ

た介入の端緒をつかむために，リスクアセスメントは機能するのではないかと考える。

　Ⅳ型においては，個々人の事前のアセスメントは不要とされる（A.E.kazac, Kimbery 

Hoagwood, John R. Weisz, Korey Hood, Thomas R. Kratochwill, Luis A. Vargas, Gerard A. 

Banez（2010））。そもそも，いかに多様な対象に有効なプログラムとなり得るかが，再非行防止

のプログラムの課題にもなる（Leslie D. Leve, Patricia Chamberlain, John B.Reid（2005），

Patricia Chamberlain, Leslie D.Leve, David S. DeGarmo（2007），Howard A. Liddle, Cynthia 

L.Rowe, Gayle A.Dakof, Craig E. Henderson（2009））。

　すなわち，Ⅰ型の回顧的に原因を探求しようとする研究と，Ⅳ型の非行少年をふたたび社会に

戻す場合に，いかに社会との絆を結びなおすのかを探る展望的研究とは，まったく異なる次元の

パラダイムではないかと考える。

　アメリカでは，数の上で明らかなようにⅠ型からⅣ型へ移行している。我が国においてもⅣ型

の研究の数は多いが，個々の事例に対する臨床実践の報告であったり，コミュニティーのリスク

アセスメントであったりと，定まっていない。また，プログラム実施は行われていない。日本に
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おいてはⅠ型からⅣ型へのパラダイムの転換は行われていないであろうと考える。

　アメリカにおいて，Ⅰ型からⅣ型へパラダイムが転換したのには，社会的な要請が強力に働い

ていると考える。アメリカでは，1970 年代の処遇否定論以降，「ゼロトレランス」，「インキャパ

シテ―ション」に基づく適正な応報を基本とした拘禁刑重視の施策が実施されてきた。結果とし

て，刑務所は人口爆発を起こし，過剰収容は限界に達した。過剰収容の解消と施設収容の費用対

効果の観点から，拘禁刑重視の施策からコミュニティーでの予防策へと重点が移動したのではな

いかと考える。

　我が国において，Ⅰ型からⅣ型へのパラダイムの転換は起きるのであろうか。MST の導入を

手掛けている吉川（2008）は，「（MST のように）集中的な地域サービスは，我が国のどこを探

しても前例がない」ことから，我が国に馴染むのは難しいと予測する。MST の核の部分は，家

庭の保護能力，教育力を強化して，少年が地域や専門機関につながることを支援することにある。

少年が成長するうえで，家庭と学校，家庭と仲間，家庭と専門機関の相互関係が果たす役割は重

要となると考える。集中的な地域サービスを実現させることが，すぐには困難であるとしても，

家庭とコミュニティーの相互関係を強化するメゾレベル（Bronfenbrenner，1979）領域での再

非行予防の支援は，今後我が国においても研究が必要とされるのではないかと考える。

【注】

 1 ）司法矯正領域が取り組む課題は再非行の防止であるが，研究の対象とした論文には，再非行防止と限定

するのではなく，より広く非行防止を課題にした論文が含まれるので，（再）非行防止とした。

 2 ）「薬物乱用歴」は過去の事実でもあるが，今から止めることができる点を取り上げ，動的リスク因子に

入れた。

 3 ）Multisystemic therapy: MST　吉川（2008）によると，複数の介入的視点を持った包括的なアプロー

チであり，社会生態学的視点に立ち，児童，青年に最も大きな影響を及ぼす養育者たる親に直接働きかける，

比較的短期の集中的なプログラムである。

 4 ）養子プログラム MDFT は，Multidimensional Family Therapy の略である。
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